【様式１】
	プロポーザル参加申込兼資格審査申請書

令和 　　年 　　月 　　日

神 戸 市 長　宛
所在地
商号または名称

代表者または
受任者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
下記業務に係るプロポーザルに参加したいので，資格審査を申請します。
また，この申請書及び添付書類のすべての記載事項は事実に相違ないことを誓約します。
記
１ 件名　「訪問支援・ケース指導台帳システム開発業務」
２ 提出書類

(1) プロポーザル参加申込兼資格審査申請書
１部
(2) 法人登記簿謄本（提出日前３か月以内に発行された正本）
１部

(3) 代表者印鑑登録証明書（提出日前３か月以内に発行された正本）
１部

(4) 委任状（代表者以外の者が申請する場合のみ）
１部

(5) 定款，寄付行為，規約又はこれらに類する書類
１部

(6) 事業経歴書（直近事業年度までの経歴・沿革を記載）
１部

(7) 業績報告書
１部

(8) 国税の納税証明書(「その３の３」法人税と消費税
及び地方消費税に未納の税額がないことの証明用）
１部

(9) 地方税に関する誓約書兼神戸市税に関する調査に対する承諾書
１部

(10) 法人市県民税の納税証明書（神戸市内に支店・営業所等がある場合）
１部

(11) 誓約書
１部

· 本市に債権者登録のある事業者については，「債権者登録通知書（はがき）」の提出をもって以下の書類のうち(2)(3)(8)(9)(10)の提出があったものとみなします。
３ 連絡先
(1) 部署名：
(2) 担当者名：
(3) 電話番号：
(4) 電子メールアドレス：


【様式２】
地方税に関する誓約書 兼 神戸市税に関する調査に対する承諾書
	
神 戸 市 長　宛
令和 　　年 　　月 　　日
「地方税に関する誓約書 兼 神戸市税に関する調査に対する承諾書」
1 申請者は，以下のことを誓約します。
（１）納期限が到来している地方税に未納の税額がないこと。（未申告の場合を含む。）
（２）上記（１）が事実と相違する場合，プロポーザル参加資格を有すると認定されず，又はすでになされた当該認定を取り消されても異議のないこと。
2 上記１（１）の確認のため，申請者は，以下のことを承諾します。
すべての神戸市税（市民税，固定資産税，都市計画税，軽自動車税，特別土地保有税，事業所税，入湯税及び市たばこ税をいう。）の納付又は納入状況及び申告状況を，神戸市が調査し，その調査結果を「訪問支援・ケース指導台帳システム開発業務」のプロポーザル参加資格の審査事務及び確認に利用すること。
申請者（法人の場合）　*登記上の所在地
（建設業法上）　　〒　　　－　　　　　電　話（　　　）　　　　－　　　　
本店の所在地
ふりがな
商号又は名称
ふりがな
代表者職氏名

〒　　　－　　　　　電　話（　　　）　　　　－　　　　


申請者（個人事業者の場合）
〒　　　－　　　　　電　話（　　　）　　　　－　　　　
住所
ふりがな
商号又は名称
ふりがな
代表者氏名

〒　　　－　　　　　電　話（　　　）　　　　－　　　　
住民票上の住所



【様式３－１】

誓　　約　　書

令和 　　年 　　月 　　日

神　戸　市　長　　宛

所在地

(申請者)団体名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
「訪問支援・ケース指導台帳システム開発業務」業務委託(以下「本契約」という。)に関するプロポーザルに参加するに当たり，「神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱」（平成２２年５月市長決定）第５条各号に基づき，神戸市が行うすべての契約等からの暴力団等を排除していることを認識したうえで，下記の事項について事実に相違ないことを誓約します。

1. 後日誓約した内容に違反する事実が判明した場合，もしくは応募受付後，審査・選定までの間に誓約した内容に違反した場合は，無効又は失格，契約解除や損害賠償請求等，貴市が行う一切の措置について異議の申し立てを行いません。
2. プロポーザルに参加する等で知り得た市の情報（紙媒体の書類も含む）については，この用途以外に使用しない他，外部に漏らしません。

記

（１）暴力団等排除要綱第５条第１項各号のいずれにも該当しません。

（２）暴力団等排除要綱第５条第１項各号に該当する事由の有無を確認するため県警へ照会を行うことに合意し，貴市の求めに応じ速やかに役員等名簿の提出を行います。

（３）暴力団等排除要綱第５条第１項各号に該当する者を下請負人（一次及び二次下請以降すべての下請負人を含む。以下同じ。）又は本契約の履行に関連する契約の相手方(以下，「下請負人等」という。)としません。また，県警への照会の結果又は県警からの通報により，下請負人等が暴力団等排除要綱第５条第１項各号のいずれかに該当することが明らかになった場合には，元請人の責任において当該下請負人等との契約を速やかに解除します。また，貴市の求める期限内に当該下請負人等との契約の解除ができない場合には，契約解除や損害賠償請求等，貴市が行う一切の措置について異議の申し立てを行いません。
（４）当該契約に関して元請として下請等と契約を締結する際，暴力団等排除要綱第５条第１項各号のいずれにも該当しないことの確認を行います。

また，契約に係る一連の手続きにおいて，締結しようとしている契約についての事務の連絡を行う者その他の関係者等に関して貴市が県警照会の必要性を認めた場合，関係者に対して当該誓約書の趣旨を説明の上で関係者より誓約書及び役員等名簿の提出を求め，速やかに貴市に対して提供を行います。
（５）暴力団等排除要綱第５条第１項各号のいずれかに該当することが明らかになった場合，県警からの回答等の内容について，外郭団体等を含む貴市関係部局が情報を共有すること，並びに暴力団等排除要綱に従い措置対象者名等について公表を行うことについて承諾します。

【様式３－２】

（別紙　役員等名簿）

	団体名
	

	代表者名
	

	所在地
	

	役職名
	（フリガナ）
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	生年月日
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	備　　考
	


· 「役員等」欄には，役員及び実質的に経営に関与している者を記載してください。

· 既存の役員名簿その他指定申請の際に提出する書類で，上記全項目の内容が確認できる場合には，「備考」欄に「○○のとおり」と記載し「役員等」欄の記載を省略しても構いません。

· 様式３－１，３－２は，必ず両面印刷して提出すること。
【様式４】
神戸市保健福祉局生活福祉部保護課システム担当　宛
電子メール　hogosystem◎office.city.kobe.lg.jp
（スパムメール防止のため，@を◎にしています。）
質　問　票
「訪問支援・ケース指導台帳システム開発業務」業務委託に関して，下記のとおり質問します。
令和 　　年 　　月 　　日
	質　問　内　容

	


※質問内容は箇条書きで簡潔に記載ください。また，質問が複数ある場合も１枚にまとめて記載ください。
※質問の受付は，令和元年７月３０日（火）午後５時までです。
【質問者】
団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Ｅ-mail　　　　　　　　　　　　　　　　　　
実　印





＊神戸市で法人市民税が課税されている場合は，○印を記入。





神戸市の法人市民税が課税されている事業所の所在地


（上記の所在地と同じ場合は省略可）





実　印





＊神戸市で市民税が課税されている場合は，○印を記入。





上記の住所と同じ場合は省略可








